
別紙10-3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名
生活困窮者等に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域共生社会の実現に向けた体制づくりを推進し、地域の要援護者の福祉の向
上を図ること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、5
段階の達成度合いは記載できない

番号 Ⅷ－１－１

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

予
算
の
状
況

当初予算

2,963,401,660 2,972,862,743 2,965,685,024 2,958,063,658

補正予算

-30,006,016 -35,285,449 -50,657,671

2,965,464,983

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰越し等

11,062,132 0 -838,473

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

計

2,944,457,776 2,937,577,294 2,914,188,880

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

執 行 額

2,884,317,883 2,863,785,143 2,817,434,690

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
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番号 Ⅷ－１－１

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働省本省

● 2 一般 厚生労働省本省

● 3 一般 厚生労働省本省

● 4 一般 厚生労働省本省

● 5 一般 厚生労働省本省

● 6 復興 復興庁

◆ 1

◆ 2

◆ 3

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票２）

政策名
生活困窮者等に対し適切に福祉サービスを提供するとともに、地域共生社会の実現に向けた体制づくりを推進し、地域の要援護者

の福祉の向上を図ること （千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
元年度

当初予算額
２年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

生活保護等対策費 医療扶助等に必要な経費 1,437,650,407 1,456,136,237

生活保護等対策費 介護扶助等に必要な経費 76,894,927 78,195,469

生活保護等対策費 生活扶助等に必要な経費 1,377,140,470 1,353,951,827

社会保障等復興政策費 地域社会におけるセーフティネット機能の整備等に必要な経費 204,534 204,534

生活保護等対策費

小計
2,958,063,658 2,965,464,983

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

合計
2,958,063,658 2,965,464,983

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

生活保護等対策費 生活困窮者の自立支援に必要な経費 65,399,408 75,727,714

生活保護等対策の推進に必要な経費 773,912 1,249,202
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【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 自殺総合対策大綱に基づき、自殺対策を推進すること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、5
段階の達成度合いは記載できない

番号 Ⅷ－１－２

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

予
算
の
状
況

当初予算

6,467,620の内数 2,972,208 3,077,407 3,129,224

補正予算

0 0 0

3,455,340

繰越し等

153,164の内数 0 0

計

6,620,784の内数 2,972,208 3,077,407

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

執 行 額

5,252,390の内数 2,401,361 2,796,943
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番号 Ⅷ－１－２

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働省本省

● 2 一般 厚生労働省本省

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票２）

政策名 自殺総合対策大綱に基づき、自殺対策を推進すること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
元年度

当初予算額
２年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

自殺対策費 自殺対策の推進に必要な経費 112,580 112,793

自殺対策費 自殺対策に必要な経費 3,016,644 3,342,547

小計
3,129,224 3,455,340

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

合計
3,129,224 3,455,340

の内数 の内数
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【政策ごとの予算額等】

執 行 額

35,669,697 34,885,000 35,577,719

＜2,279,391,318＞ ＜2,739,195,329＞ ＜2,692,964,799＞

計

35,718,016 34,931,279 35,638,679

＜2,327,792,246＞ ＜2,800,457,206＞ ＜2,801,878,556＞

繰越し等

539,776 -631 -190,494

-＜7,513,312＞ -＜771,405＞ -＜23,174,906＞

＜14,470,313＞ ＜4,865,901＞ -＜7,949,255＞

36,180,274

＜2,320,835,245＞ ＜2,796,362,710＞ ＜2,833,002,717＞ ＜2,963,107,313＞ ＜3,088,171,957＞

予
算
の
状
況

当初予算

35,174,816 34,929,057 35,717,781 36,265,288

補正予算

3,424 2,853 111,392

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上を図ること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、5
段階の達成度合いは記載できない

番号 Ⅷ－２－１
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番号 Ⅷ－２－１

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働省本省

● 2 一般 厚生労働省本省

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 一般 厚生労働省本省 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 一般 厚生労働省本省 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 復興特会 復興庁 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 一般 厚生労働省本省 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

合計
36,265,288 36,180,274

＜2,963,107,313
＞

の内数
＜3,088,171,957

＞
の内数

小計
＜2,238,889＞ の内数 ＜2,057,318＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人福祉医療機構運営費 独立行政法人福祉医療機構運営費交付金に必要な経費 2,238,889 2,057,318

小計
＜2,960,868,424＞ の内数 ＜3,086,114,639＞ の内数

社会福祉施設等施設整備に必要な経費 641,666

対応表に
おいて○
となって
いるもの

社会福祉施設整備費 社会福祉施設等施設整備に必要な経費 21,134,050 8,913,643

介護保険制度運営推進費 介護保険給付等に必要な経費 2,939,092,708 3,077,200,996

社会保障等復興事業費

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
36,265,288 36,180,274

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

674,410

元年度
当初予算額

２年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

社会福祉諸費 福祉サービス提供体制の確保に必要な経費 35,594,848 35,505,864

社会福祉諸費 福祉サービス提供体制確保の推進に必要な経費 670,440

政策評価調書（個別票２）

政策名 福祉・介護人材の養成確保を推進すること等により、福祉サービスの質の向上を図ること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
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【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 戦傷病者、戦没者遺族等に対して、援護年金の支給、療養の給付等の援護を行うこと

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、
５段階達成度合いを記載出来ない。

番号 Ⅷ－３－１

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

予
算
の
状
況

当初予算

14,134,956 12,244,864 10,221,930 8,665,981

補正予算

-94,816 -91,171 -301,580

8,591,463

0

繰越し等

-1,609 1,055 231

計

14,038,531 12,154,840 9,920,581

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

執 行 額

13,819,526 11,693,248 9,679,367
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番号 Ⅷ－３－１

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票２）

政策名 戦傷病者、戦没者遺族等に対して、援護年金の支給、療養の給付等の援護を行うこと
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
元年度

当初予算額
２年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

遺族及留守家族等援護費 遺族及び留守家族等の援護に必要な経費 8,665,981 8,591,463

小計
8,665,981 8,591,463

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

合計
8,665,981 8,591,463

の内数 の内数



別紙10-3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 戦没者遺骨収集事業の推進等により、戦没者遺族を慰藉するとともに中国残留邦人等に対する自立支援等を行うこと

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリングのみのため、
５段階達成度合いを記載出来ない。

番号 Ⅷ－３－２

28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度概算要求額

予
算
の
状
況

当初予算

4,505,344 4,425,986 4,355,587 4,276,931

補正予算

0 0 0

＜0＞

4,939,486

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰越し等

-6,571 -1,106,556 1,247,400

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

計

4,498,773 3,319,430 5,602,987

執 行 額

4,071,835 3,026,633 5,242,317
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番号 Ⅷ－３－２

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 一般 厚生労働本省

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票２）

政策名 戦没者遺骨収集事業の推進等により、戦没者遺族を慰藉するとともに中国残留邦人等に対する自立支援等を行うこと
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
元年度

当初予算額
２年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

戦没者慰霊事業費 戦没者遺骨収集事業等に必要な経費 2,983,586 3,601,550

中国残留邦人等支援事業費 中国残留邦人等の支援に必要な経費 1,074,781 1,116,372

恩給進達等実施費 恩給進達及び人事関係資料の保管等に必要な経費 218,564 221,564

小計
4,276,931 4,939,486

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

合計
4,276,931 4,939,486

の内数 の内数


